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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成２９年１月１７日(平成２９年（行個）諮問第１１号) 

答申日：平成２９年３月９日（平成２８年度（行個）答申第１９１号） 

事件名：本人が特定日に特定地方法務局に提出した不動産登記に係る登記事項

証明書の交付請求書等の開示決定に関する件（保有個人情報の特

定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「審査請求人が特定日Ａ特定地方法務局に提出した，不動産登記事項証

明書（閉鎖，建物），会社法人用等登記事項証明書の申請書」に記録され

た保有個人情報（以下「本件請求保有個人情報」という。）の開示請求に

つき，「審査請求人が，特定日Ａに特定法務局に提出した不動産登記に係

る登記事項証明書の交付請求書（以下「文書１」という。）及び商業・法

人登記に係る登記事項証明書の交付申請書（以下「文書２」という。）」

に記録された保有個人情報（以下，順に「本件対象保有個人情報１」及び

「本件対象保有個人情報２」といい，併せて「本件対象保有個人情報」と

いう。）を特定し，開示した決定については，本件対象保有個人情報を特

定したことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年１２月２４

日付け総第１５０２号により特定地方法務局長（以下「処分庁」とい

う。）が行った全部開示決定（以下「原処分」という。）について，原処

分の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書 

ア 決定（開示）の交付請求書（特定日Ｂ）は審査請求人が，特定日Ａ

特定時刻Ａ頃提出した書ではないため取り消し求めます。並び同日特

定時刻Ｂ頃提出の会社法人用交付請求書で受け取った閉鎖登記簿の所

在地での，同書（建物）の交付を受け取りを求めます。会社が存在し

た所に建物の所在地が無い理由がないと判断できる。 

イ 教示は正しいが，交付された書（不動産用建物）が，審査請求人の

筆跡において書いた交付請求書でない為，交付手続を行った，特定職



2 
 

員に真相究明を問い正すことを求める。 

ウ 特定日Ｂ 会社法人用は誤った地番を記載のままで交付を受けたが，

不動産用は，赤字で書き加えた（特定番号Ａ）地番で交付を受けた事

実がある。上記書において誤りを指摘されて書いた物が特定Ｂ地番

（建物）の交付書朱書きである。 

（２）意見書 

   審査請求人から，平成２９年２月２２日に意見書が当審査会宛て提出

された（諮問庁の閲覧に供することは適当でない旨の意見が審査請求人

から提出されていることから，その内容は記載しない。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求に係る原処分の対象である開示請求について 

本件審査請求に係る原処分の対象である開示請求は，本件対象保有個人

情報の開示を求めるものである。 

２ 原処分について 

処分庁は，本件対象保有個人情報について，不開示にする理由は無いた

め，全部開示とした。 

３ 原処分の妥当性について 

審査請求人は，処分庁が行った原処分につき，当該開示請求の対象とな

った本件対象保有個人情報が自らの筆跡とは異なっていることから，本件

対象保有個人情報は偽造されたものであると主張し，本件開示請求の取消

しを求めているが，審査請求人が法１３条に基づき特定日Ａに提出した開

示請求書により開示を求めた登記事項証明書交付請求書（不動産用）（文

書１）及び登記事項証明書交付申請書（会社法人用）（文書２）は特定地

方法務局が開示したもの以外には存在しないことを処分庁を通じて確認し

ており，審査請求人も同日に請求書類を提出したこと自体については認め

ている。 

また，審査請求人が相違を主張する筆跡においても，他の書類における

審査請求人の筆跡と本件対象保有個人情報の筆跡を比較したところ，本件

対象保有個人情報の筆跡は審査請求人のものと異なるところや不自然な点

はなく偽造されたものではないと考えられる。 

以上を踏まえ，本件対象保有個人情報は偽造されたものであるから，本

件開示決定（原処分）の取消しを求めるという主張には理由が無く，原処

分維持が適当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２９年１月１７日   諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年２月１４日      審議 
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④ 同月２２日        審査請求人から意見書を収受 

⑤ 同年３月７日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，「審査請求人が特定日Ａ特定地方法務局に提出した，

不動産登記事項証明書（閉鎖，建物），会社法人用等登記事項証明書の申

請書」に記録された保有個人情報（本件請求保有個人情報）の開示を求め

るものである。 

処分庁は，特定の不動産登記に係る登記事項証明書の交付請求書（文書

１）及び商業・法人登記に係る登記事項証明書の交付申請書（文書２）に

記録された保有個人情報（本件対象保有個人情報）を特定し，全部開示し

たが，審査請求人は，本件対象保有個人情報は偽造されたものである旨主

張し，原処分の取消しを求めている。 

これに対し，諮問庁は，原処分維持が適当としていることから，以下，

本件対象保有個人情報の特定の妥当性について検討する。 

なお，審査請求人は，本件の審査請求書（上記第２の２（１）ア）にお

いて，文書２で交付を受けた登記事項証明書に記載された所在地での不動

産登記事項証明書（建物）の交付を求める旨も主張するが，これは，原処

分に対する不服ではなく，乙号事務（登記簿等の公開に関する事務）の処

理に対する不服であるから，判断しない。 

２ 本件対象保有個人情報の特定の妥当性について 

（１）審査請求人は，①本件対象保有個人情報について，審査請求人が，特

定日Ａの特定日時Ａ頃に提出した交付請求書等ではない，②当該交付請

求書等は，審査請求人の筆跡において書いたものではないなどと主張す

る。 

（２）これに対し諮問庁は，審査請求人が特定日Ａに提出した登記事項証明

書交付請求書（不動産用）（文書１）及び登記事項証明書交付申請書

（会社法人用）（文書２）は，処分庁が開示したもの以外には存在しな

いことを処分庁を通じて確認しており，審査請求人が相違を主張する筆

跡においても，他の書類における審査請求人の筆跡と本件対象保有個人

情報の筆跡を比較したところ，本件対象保有個人情報の筆跡は審査請求

人のものと異なるところや不自然な点はなく偽造されたものではないと

考えられるとして，審査請求人の主張には理由がない旨説明する。 

（３）そこで検討すると，まず，上記（１）①の審査請求人の主張に関して

は，当審査会において，本件対象保有個人情報を確認したところ，文書

１は「不動産用」との表記の横に「登記事項証明書，登記簿謄本・抄本

交付請求書」との標題があり，文書２は「会社法人用」との表記の横に

「印鑑証明書及び登記事項証明書交付申請書」との標題がある，いずれ
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も一定の書式の文書であると認められ，その請求人あるいは申請人の欄

には，手書きによる審査請求人の氏名及び住所の記載があり，いずれの

文書にも所定の印紙が貼付され，その部分に特定地方法務局の消印が押

印されていると認められる。 

さらに，各文書の「受付・交付年月日」欄に記載されている時刻につ

いてみても，いずれも，審査請求人が各文書を特定地方法務局に提出し

たとする時刻とおおむね一致していると認められる。 

（４）また，上記（１）②の審査請求人の主張に関しては，文書１及び文書

２のいずれについても，審査請求人の氏名を始め，本件対象保有個人情

報の偽造等を疑わせる痕跡や不自然な記載等は見当たらず，審査請求人

からも，その偽造等が行われたと認めるに足りる特段の事情が示されて

いるとはいえない。 

（５）以上を踏まえると，上記（１）の審査請求人の主張に理由があるとは

認められず，本件対象保有個人情報について，本件請求保有個人情報に

は該当しないと認めるに足りる特段の事情や，特定地方法務局において，

本件対象保有個人情報の外に，本件請求保有個人情報に該当する保有個

人情報を保有していると認めるに足りる特段の事情は見当たらないこと

から，上記（２）の諮問庁の説明は首肯でき，本件対象保有個人情報を

特定したことは妥当である。 

３ 本件開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求保有個人情報の開示請求につき，本件対象保

有個人情報を特定し，開示した決定については，特定地方法務局において，

本件対象保有個人情報の外に開示請求の対象として特定すべき保有個人情

報を保有しているとは認められないので，本件対象保有個人情報を特定し

たことは，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 


